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社会福祉法人  京都市社会福祉協議会 

 

 



沿 革 

１．昭和３６年 ３月３１日 厚生省京社第１０４号    社会福祉法人組織変更認可 

１．昭和３７年 ３月２２日 厚生省京社第１１９号    一部変更認可 

１．昭和４５年１２月２６日  厚生省社第８３２号      一部変更認可 

１．昭和４８年１２月 ６日 厚生省社第１１１４号    一部変更認可 

１．昭和５３年 ３月１５日 厚生省社第２６２号     一部変更認可 

１．昭和５７年 ６月２１日 厚生省社第６３３号     一部変更認可 

１．昭和５９年 ２月２０日 厚生省社第１１３号     一部変更認可 

１．昭和６２年 ２月１８日 厚生省社第６７号      一部変更認可 

１．昭和６３年 ２月 ９日 京都府指令３社第１３６号  一部変更認可 

１．平成 元年 ３月１６日 京都府指令元社第２７１号  一部変更認可 

１．平成 元年１２月 ２日 京都府指令元社第１３７６号 一部変更認可 

１．平成 ２年 ６月２７日 京都府指令２地福第３５号  一部変更認可 

１．平成 ３年 ６月２０日 京都府指令３地福第３３０号 一部変更認可 

１．平成 ４年 ７月２１日 京都府指令４地福第５０６号 一部変更認可 

１．平成 ５年 ３月１２日 京都府指令５地福第１０３号 一部変更認可 

１．平成 ６年 ６月２０日 京都府指令６地福第３０３号 変更認可 

１．平成 ８年 ８月２８日 京都府指令８地域第９４２号 変更認可 

１．平成 ９年 ７月１０日 京都市指令民社審第６号   変更認可 

１．平成１０年 ２月２７日 京都市指令民社審第４８号  変更認可 

１．平成１０年 ６月 ５日  京都市指令民社審第１５号  変更認可 

１．平成１１年１０月２６日  京都市指令保企監第５３号  変更認可 

１．平成１２年 ３月１３日  京都市指令保企監第９１号  変更認可 

１．平成１２年 ７月 ３日  京都市指令保企監第２０号  変更認可 

１．平成１３年 ４月１８日  京都市指令保企監第１８号  変更認可 

１．平成１３年１１月２９日  京都市指令保企監第１２１号 変更認可 

１．平成１５年  ３月２０日  京都市指令保企監第  ６４号 変更認可 

１．平成１５年  ４月  １日  京都市指令保福監第    ２号 変更認可 

１．平成１５年  ６月１９日  京都市指令保福監第  ３２号  変更認可 

１．平成１５年１１月  ７日  京都市指令保福監第  ７８号  変更認可 

１．平成１６年 ３月１５日 京都市指令保福監第１０８号 変更認可 

１．平成１７年  ７月  １日  京都市指令保福監第  ４７号  変更認可 

１．平成１７年１２月１６日  京都市指令保福監第  ９３号  変更認可 

１．平成１８年  ５月 ８日  京都市指令保福監第  ２３号  変更認可 

１．平成１９年  ５月２１日  京都市指令保福監第  ２０号  変更認可 

１．平成２１年 １月２８日  京都市指令保福監第  ６２号  変更認可 

１．平成２２年 １月２１日  京都市指令保福監第  ６９号  変更認可 

１．平成２２年１０月１４日 京都市指令保福監第 ５０号 変更認可 

１．平成２３年 ８月１１日 京都市指令保福監第 ４５号 変更認可 

１．平成２４年 ５月３０日 京都市指令保福監第 ２２号 変更認可 

１．平成２６年 ６月 ３日 京都市指令保福監第 １５号 変更認可 

１．平成２７年 ５月１２日 京都市指令保福監第 １８号 変更認可 

１．平成２８年 ７月１２日 京都市指令保福監第 ２７号 変更認可 

１．平成２９年 ３月１３日 京都市指令保福監第３０１号 変更認可 

１．平成３０年 ６月１８日 京都市指令保福監第  ６号 変更認可 



１．平成３１年 ３月 ８日 京都市指令保福監第 ４４号 変更認可 

１．令和元年５月１０日 京都市指令保福監第 ４７号 変更認可 

１．令和３年７月２９日 京都市指令保福監第 １５号 変更認可 

１．令和４年４月２７日 京都市指令保福監第  ８号 変更認可 

１．令和４年 ８月３日 京都市指令保福監第 １５号 変更認可 

１．令和５年 １月６日 京都市指令保福監第 ２２１号 変更認可 

１．令和５年 ８月１日 京都市指令保福監第 ２５号 変更認可 

１．令和６年 ８月９日 京都市指令保福監第 １１号 変更認可 

１．令和７年 ５月２日 京都市指令保福監第  ３号 変更認可 

 



社会福祉法人 京都市社会福祉協議会 

 

定 款 

 

 

第１章  総則 

 

（目的） 

第１条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、京都市における社会福祉事 

  業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の

活性化により、地域福祉の推進を図ることを目的とする。 

 

（事業） 

第２条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）社会福祉を目的とする事業の研究、総合的企画及び実施 

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

（４）(１)から(３)のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るため

に必要な事業 

（５）区社会福祉協議会の相互の連絡及び調整の事業 

（６）保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

（７）共同募金事業への協力 

（８）ひと・まち交流館  京都の経営 

（９）京都市福祉ボランティアセンターの経営 

（１０）京都市長寿すこやかセンターの経営 

（１１）桂坂野鳥遊園並びにものづくり体験館の設置運営 

（１２）児童館並びに放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業の経営

（別表１に掲げる施設） 

（１３）老人デイサービスセンターの経営（別表２に掲げる施設） 

（１４）老人福祉センターの経営（別表３に掲げる施設） 

（１５）地域包括支援センターの経営（別表４に掲げる施設） 

（１６）認知症対応型老人共同生活援助事業（別表５に掲げる施設） 

（１７）小規模多機能型居宅介護事業（別表６に掲げる施設） 

（１８）居宅介護支援事業 

（１９）介護予防支援事業 

（２０）日常生活自立支援事業（福祉サービス利用援助事業） 

（２１）法人後見事業 

（２２）生活福祉資金貸付事業 

（２３）その他の生活困窮者自立支援事業 

（２４）生活支援体制整備事業 

（２５）その他この法人の目的達成のため必要な事業 

 

（名称） 

第３条 この法人は、社会福祉法人京都市社会福祉協議会という。 

 



（経営の原則） 

第４条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効

果的かつ適正に行うため、自主的に経営基盤の強化を図るとともに、その提供

する福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を図るものとす

る。 

２ この法人は、住民や社会福祉関係者とともに地域の生活課題・福祉課題の解

決に取り組み、支援を必要とする者に無料又は低額な料金で福祉サービスを積

極的に提供するものとする。 

 

（事務所の所在地） 

第５条  この法人の事務所を、京都市下京区西木屋町通上ノ口上る梅湊町８３番地の

１に置く。 

 

 

第２章  評議員 

 

（評議員の定数） 

第６条 この法人に評議員２６名以上５３名以内を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第７条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議

員選任・解任委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は、監事３名、外部委員２名の合計５名で構成す

る。 

３ 評議員選任・解任委員の選任及び解任は、理事会において行う。 

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、別に定める規程に基づき理事会が行

う。 

５ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適

任及び不適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

６ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をも

って行う。ただし、外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上

が賛成することを要する。 

７ 前項の規定にかかわらず、委員の全員が書面又は電磁的記録により賛成の意

思表示をしたときは、評議員選任・解任委員会の決議があったものとみなす。 

８ 評議員選任・解任委員会の運営についての細則は、理事会において定める。 

９ 評議員の選任に関する規程は、理事会において別に定める。 

 

（評議員の資格） 

第８条 社会福祉法第４０条第４項及び第５項を遵守するとともに、この法人の評議

員のうちには、評議員のいずれか一人及びその親族その他特殊の関係がある者

（租税特別措置法施行令第２５条の１７第６項第１号に規定するものをいう。

以下同じ。）の合計数が、評議員総数（現在数）の３分の１を超えて含まれる

ことになってはならない。 

 

 



（評議員の任期） 

第９条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退

任した評議員の任期の満了する時までとすることができる。 

３ 評議員は、第６条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任

により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員として

の権利義務を有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第１０条 評議員に対して、各年度の総額が１，５００，０００円を超えない範囲

で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報

酬として支給することができる。 

 

 

第３章  評議員会 

 

（構成） 

第１１条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第１２条 評議員会は、次の事項について決議する。 

（１）理事及び監事並びに会計監査人の選任又は解任 

（２）理事及び監事の報酬等の額 

（３）理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

（４）予算及び事業計画の承認 

（５）計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録並びに事業報告の承認 

（６）予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄 

（７）定款の変更 

（８）残余財産の処分 

（９）基本財産の処分 

（１０）社会福祉充実計画の承認 

（１１）公益事業に関する重要な事項 

（１２）解散 

（１３）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（開催） 

第１３条 評議員会は、定時評議員会として毎会計年度終了後３か月以内に開催する

ほか、３月及び必要がある場合に開催する。 

 

（招集） 

第１４条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき

会長が招集する。 

２ 評議員は、会長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示し

て、評議員会の招集を請求することができる。 



 

（議長） 

第１５条 評議員会の議長は、その都度評議員の互選とする。 

 

（決議） 

第１６条 評議員会の決議は、決議についての特別の利害関係を有する評議員を除く

評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行い、可否同数のときは議長の

裁決とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有す

る評議員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければなら

ない。 

（１）監事の解任 

（２）定款の変更 

（３）その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者ごとに第１項の

決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第１８条に定

める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い

順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、評議員（当該事項について議決に加

わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、評議員会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第１７条 評議員会の議事については、法令の定めるところにより、議事録を作成す

る。 

２ 議長及び出席した評議員のうちから選出された議事録署名人２名は、前項の

議事録に記名押印する。 

 

 

第４章  役員及び会計監査人 

 

（役員及び会計監査人の定数） 

第１８条 この法人には、次の役員を置く。 

（１）理事 ６名以上２５名以内 

（２）監事 ２名以上３名以内 

２ 理事のうち１名を会長、６名以内を副会長、１名を常務理事とする。ただ

し、就任時に満８０歳未満とする。 

３ 前項の会長をもって社会福祉法の理事長とし、常務理事をもって同法第４５

条の１６の第２項第２号の業務執行理事とする。 

４ この法人に会計監査人を置く。 

 

（役員及び会計監査人の選任） 

第１９条 理事及び監事並びに会計監査人は、評議員の決議によって選任する。 

２ 会長は、理事による選挙により、副会長及び常務理事は、理事会の決議によ

って、理事の中から選定する。 



３  理事の選任に関する規程は、評議員会において別に定める。 

４ 第２項の選挙に関する規程は、理事会において別に定める。 

 

（役員の資格） 

第２０条 社会福祉法第４４条第６項を遵守するとともに、この法人の理事のうちに

は、理事のいずれか一人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、

理事総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

２ 社会福祉法第４４条第７項を遵守するとともに、この法人の監事には、この

法人の理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評議員（その

親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにこの法人の職員が含まれては

ならない。また、各監事は、相互に親族その他特殊の関係がある者であっては

ならない。 

 

（理事の職務及び権限） 

第２１条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務

を執行する。 

２ 会長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その

業務を執行する。 

３ 副会長は、会長を補佐する。 

４ 常務理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分

担執行する。 

５ 会長及び常務理事は、毎会計年度に４か月を超える間隔で２回以上、自己の

職務の執行状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第２２条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報

告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業

務及び財産の状況の 調査をすることができる。 

 

（会計監査人の職務及び権限） 

第２３条 会計監査人は、法令で定めるところにより、この法人の計算書類（貸借対

照表、資金収支計算書及び事業活動計算書）並びにこれらの附属明細書及び財

産目録を監査し、会計監査報告を作成する。 

２ 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、又は理事及

び職員に対し、会計に関する報告を求めることができる。 

（１）会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当

該書面 

（２）会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているとき

は、当該電磁的記録に記録された事項を法令で定める方法により表示したも

の 

 

（役員及び会計監査人の任期） 

第２４条 理事又は監事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終の

ものに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 



２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時ま

でとすることができる。 

 

３ 理事又は監事は、第１８条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了

又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事

又は監事としての権利義務を有する。 

４ 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、その定時評議員会にお

いて別段の決議がされなかったときは、再任されたものとみなす。 

 

（役員及び会計監査人の解任） 

第２５条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によっ

て解任することができる。 

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

２ 会計監査人が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解

任することができる。 

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

（２）会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。 

（３）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

３ 監事は、会計監査人が、前項第１号から第３号までのいずれかに該当すると

きは、監事全員の同意により、会計監査人を解任することができる。この場

合、監事は、解任した旨及び解任の理由を、解任後最初に招集される評議員会

に報告するものとする。 

 

（役員及び会計監査人の報酬等） 

第２６条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準

に従って算定した額を報酬等として支給することができる。 

２ 会計監査人に対する報酬等は、監事の過半数の同意を得て、理事会において

定める。 

 

 

第５章  顧問及び参与 

 

（顧問及び参与） 

第２７条 この法人に顧問及び参与若干名を置く。 

２ 顧問及び参与は、理事会の同意を得て会長が委嘱する。 

３ 顧問は、この法人の業務について会長の諮問に答え又は意見を具申する。 

４ 参与は、会長の要請によりこの法人の業務に参与する。 

５ 任期については、役員の任期に準ずる。 

 

 

第６章  正副会長会議 

 

（正副会長会議） 



第２８条 この法人に正副会長会議を置く。 

２ 正副会長会議は、会長及び副会長、常務理事、その他会長が認める者で構成

する。 

３ 正副会長会議は、会長を補佐し、この法人の運営に関する全般的事項及び委

員会に属さない事項を審議する。 

４ 正副会長会議は、会長が招集する。 

 

 

第７章  理事会 

 

（構成） 

第２９条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第３０条 理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定めるも

のについては会長が専決し、これを理事会に報告する。 

（１）この法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）会長、副会長及び常務理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第３１条 理事会は、会長が招集する。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、副会長が理事会を招集す

る。 

 

（議長） 

第３２条 理事会の議長は、その都度理事の互選とする。 

 

（決議） 

第３３条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の

過半数が出席し、その過半数をもって行い、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事（当該事項について議決に加わることができ

るものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたと

き（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、理事会の決議が

あったものとみなす。 

 

（議事録） 

第３４条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成す

る。 

２ 出席した会長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

 

第８章  会員 

 



（会員） 

第３５条 この法人に会員を置く。 

２ 会員は、この法人の目的に賛同し、目的達成のため必要な援助を行うものと

する。 

３ 会員に関する規程は、評議員会において別に定める。 

第９章  委員会 

 

（委員会） 

第３６条 この法人に委員会を置く。 

２ 委員会は、専門的事項について、この法人の運営に参画し、或いは会長の諮

問に答え、又は意見を具申する。 

３ 委員会に関する規程は、評議員会において別に定める。 

 

 

第１０章  事務局及び職員 

 

（事務局及び職員） 

第３７条 この法人の事務を処理するため事務局を置く。 

２ この法人に、事務局長を１名置くほか、職員若干名を置く。 

３ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下（施設長等）とい

う。）は、理事会において、選任及び解任する。 

４ 施設長等以外の職員は、会長が任免する。 

５  事務局及び職員に関する規程は、理事会において別に定める。 

 

 

第１１章  資産及び会計 

 

（資産の区分） 

第３８条 この法人の資産は、これを分けて基本財産、その他財産とする。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。 

（１）現金１億円 

（２）土地 

①京都市西京区御陵北大枝山町１番地１００他（別表７のとおり）桂坂野鳥遊

園敷地（２７３,７３７㎡） 

②京都市西京区樫原百々ヶ池１番３２他（別表８のとおり）（７５１．９４㎡） 

（３）建物 

①京都市西京区御陵北大枝山町１番地１００所在の木造スレート・瓦葺２階建

（桂坂野鳥遊園事務所・工作室２８０．８４㎡） 

②京都市西京区樫原百々ヶ池３１番地１８、１番地３２、３１番地２０所在の

鉄骨造３階建（グループホーム８５９．３２㎡） 

３ その他財産は、基本財産以外の財産とする。 

４ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第２項に掲げるため、必

要な手続をとらなければならない。 

 

（基本財産の処分） 



第３９条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事総数（現在

数）の３分の２以上の同意及び評議員会の承認を得て、京都市長の承認を得な

ければならない。ただし、次の各号に掲げる場合には、京都市長の承認は必要

としない。 

（１）独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合 

（２）独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉

貸付が行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担

保とする当該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下同じ。）に関

する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に供する場合（協調

融資に係る担保に限る） 

 

（資産の管理） 

第４０条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、会長が管理する。 

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、

又は確実な有価証券に換えて、保管する。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第４１条 この法人の事業計画及び収支予算書については、毎会計年度開始の日の前

日までに、会長が作成し、理事総数（現在数）の３分の２以上の同意及び評議

員会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該会計年度が終了するまでの間

備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第４２条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、会長が次の

書類を作成し、監事の監査を受け、かつ、第３号から第６号までの書類につい

て会計監査人の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

（５）貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属

明細書 

（６）財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類

については、定時評議員会に報告するものとする。ただし、社会福祉法施行規

則第２条の３９に定める要件に該当しない場合には、定時評議員会への報告に

代えて、定時評議員会の承認を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲

覧に供するとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するも

のとする。 

（１）監査報告 

（２）会計監査報告 

（３）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（４）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 



（５）事業の概要等を記載した書類 

 

（会計年度） 

第４３条 この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって

終わる。 

 

（会計処理の基準） 

第４４条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほ

か、理事会において定める経理規程により処理する。 

 

（臨機の措置） 

第４５条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄

をしようとするときは、理事総数（現在数）の３分の２以上の同意及び評議員

会の承認を得なければならない。 

 

（保有する株式に係る議決権の行使） 

第４６条 この法人が保有する株式（出資）について、その株式（出資）に係る議決

権を行使する場合には、あらかじめ理事会において理事総数（現在数）の３分

の２以上の承認を要する。 

 

 

第１２章  解散 

 

（解散） 

第４７条 この法人は、社会福祉法第４６条第１項第１号及び第３号から第６号まで

の解散事由により解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第４８条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、

評議員会の決議を得て、社会福祉法人のうちから選出されたものに帰属する。 

 

 

第１３章  定款の変更 

 

（定款の変更） 

第４９条 この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、京都市長の

認可（社会福祉法第４５条の３６第２項に規定する厚生労働省令で定める事項

に係るものを除く。）を受けなければならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なく

その旨を京都市長に届出なければならない。 

 

 

第１４章  公告の方法、その他 

 

（公告の方法） 



第５０条 この法人の公告は、社会福祉法人京都市社会福祉協議会の掲示場に掲示す

るとともに、官報、新聞、この法人の機関紙又は電子公告に掲載して行う。 

 

（施行細則） 

第５１条 この定款の施行についての細則は、理事会及び評議員会において定める。 

 

 

 

附  則 

  この法人の設立当初の役員は、次の通りとする。但し、この法人の設立後、６月

以内にこの定款に基き役員の選任を行うものとする。 

 

   設立当初の役員  会  長（理事） 内 藤 清次郎 

            副 会 長（ 〃 )  石 田 芳之助 

                       副 会 長（ 〃 ） 北 村 金三郎 

                       理  事     秦   隆 真 

                        〃       本 郷 卯一郎 

                        〃       土 坂 龍之助 

                        〃       高 原 美 忠 

                        〃       中 川 喜 久 

                        〃       冨 部 五 郎 

                        〃       川 井 正 雄 

                        〃       田 村 義 雄 

                        〃       黒 田 誠 一 

                        〃       舩 橋 求 己 

                       常務理事     北 本 揚次郎 

                       監  事     大 角 正 一 

                        〃       小 西 てい子 



別表１  児童館 

    施    設    名 所     在     地 

京都市紫野児童館 

京都市西賀茂児童館 

京都市紫竹児童館 

京都市上賀茂児童館 

京都市上京児童館 

京都市高野児童館 

京都市吉田児童館 

京都市松ケ崎児童館 

京都市養正児童館 

京都市白川児童館 

京都市市原野児童館 

京都市じゅらく児童館 

京都市清水児童館 

京都市百々児童館 

京都市山階児童館 

京都市小野児童館 

南大内児童館 

京都市山王児童館 

京都市唐橋児童館 

京都市山ノ本児童館  

京都市洛陽児童館 

京都市梅津児童館 

京都市嵯峨児童館 

京都市葛野児童館 

京都市西京児童館 

京都市樫原児童館 

京都市大枝児童館 

京都市境谷児童館 

京都市桂川児童館 

京都市春日野児童館 

京都市藤森竹田児童館 

京都市醍醐中央児童館 

京都市辰巳児童館 

京都市北区紫野雲林院町４４番地の１ 

京都市北区大宮薬師山東町１３番地の１７ 

京都市北区紫竹下園生町２６番地 

京都市北区上賀茂烏帽子ケ垣内町２４番地 

京都市上京区今小路通御前通東入西今小路町７９７番地 

京都市左京区高野西開町５番地 

京都市左京区吉田中阿達町３９番地の１５ 

京都市左京区松ヶ崎小竹薮町３２番地の３ 

京都市左京区田中玄京町３０番地 

京都市左京区浄土寺真如町１５５番地の２ 

京都市左京区静市市原町２５４番地の２ 

京都市中京区聚楽廻松下町９番地の４ 

京都市東山区清水五丁目１３０番地の８ 

京都市山科区西野山欠ノ上町６５番地の１０ 花山神社境内 

京都市山科区竹鼻四丁野町４２番地の３ 

京都市山科区小野蚊ケ瀬町１５番地 

京都市南区八条寺ノ内町５番地 

京都市南区東九条南山王町５番地の５ 

京都市南区唐橋西寺町６５番地 

京都市南区上鳥羽山ノ本町３３４番地 

京都市南区吉祥院定成町３５番地 

京都市右京区梅津中村町３５番地の５ 

京都市右京区嵯峨折戸町２８番地の９ 

京都市右京区西京極葛野町３番地 

京都市西京区上桂前田町２９番地の２ 

京都市西京区樫原山路１１番地の１０ 

京都市西京区大枝塚原町４番地の６３ 

京都市西京区大原野西境谷町三丁目５番地 

京都市西京区桂上野西町２７３番地 

京都市伏見区日野林４９番地の１２ 

京都市伏見区竹田醍醐田町１７番地の５ 

京都市伏見区醍醐高畑町３０番地の１ 

京都市伏見区醍醐東合場町２７番地の８ 

 

 

 

 

  



別表２  老人デイサービスセンター 

施 設 名 所  在  地 

京都市衣笠老人デイサービスセンター 

京都市出水老人デイサービスセンター 

 

京都市仁和老人デイサービスセンター 

京都市左京老人デイサービスセンター 

京都市御池老人デイサービスセンター 

京都市東山老人デイサービスセンター 

 

京都市山科老人デイサービスセンター 

京都市下京老人デイサービスセンター 

京都市陶化老人デイサービスセンター 

京都市太秦老人デイサービスセンター 

京都市御室老人デイサービスセンター 

京都市葛野老人デイサービスセンター 

京都市西京老人デイサービスセンター 

京都市伏見老人デイサービスセンター 

京都市醍醐老人デイサービスセンター 

京都市北区平野上柳町２８番地の２４  

京都市上京区日暮通下立売上る西入る分銅町５５６番

地 

京都市上京区御前通一条下る東竪町１３２番地の１ 

京都市左京区高野西開町５番地 

京都市中京区御池通柳馬場東入東八幡町５７９番地 

京都市東山区渋谷通本町東入４丁目鐘鋳町４１５番地

の４ 

京都市山科区西野大手先町２番地の１ 

京都市下京区花屋町通室町西入乾町２９２番地 

京都市南区東九条東札辻町６番地の１ 

京都市右京区太秦森ケ前町２２番地の３ 

京都市右京区花園天授ケ岡町３番地 

京都市右京区西京極葛野町３番地 

京都市西京区上桂前田町２９番地の２ 

京都市伏見区紙子屋町５４４番地 

京都市伏見区醍醐高畑町３０番地の１ 

 

 

別表３  老人福祉センター 

施 設 名 所  在  地 

京都市北老人福祉センター 

京都市上京老人福祉センター 

京都市左京老人福祉センター 

京都市中京老人福祉センター 

京都市東山老人福祉センター 

京都市山科老人福祉センター 

京都市山科中央老人福祉センター 

京都市下京老人福祉センター 

京都市南老人福祉センター 

京都市右京中央老人福祉センター 

京都市右京老人福祉センター 

京都市西京老人福祉センター 

京都市洛西老人福祉センター 

京都市伏見老人福祉センター 

京都市醍醐老人福祉センター 

京都市北区紫野雲林院町４４番地の１ 

京都市上京区今小路御前通東入西今小路町７９７番 

京都市左京区高野西開町５番地 

京都市中京区壬生坊城町４８番地の３ 

京都市東山区清水五丁目１３０番地の８ 

京都市山科区椥辻西浦町４１番地の１０７ 

京都市山科区西野大手先町２番地の１ 

京都市下京区花屋町通室町西入乾町２９２番地 

京都市南区吉祥院西定成町３２番地 

京都市右京区太秦森ケ前町２２番地の３ 

京都市右京区鳴滝宅間町１４番地の２ 

京都市西京区上桂前田町２９番地の２ 

京都市西京区大原野西境谷町２丁目１４番地の４ 

京都市伏見区紙子屋町５４４番地 

京都市伏見区醍醐高畑町３０番地の１ 

  



別表４  地域包括支援センター 

施 設 名 所  在  地 

京都市仁和地域包括支援センター 

京都市御池地域包括支援センター 

京都市東山地域包括支援センター 

 

京都市陶化地域包括支援センター 

京都市葛野地域包括支援センター 

京都市上京区御前通一条下る東竪町１３２番地の１ 

京都市中京区御池通柳馬場東入東八幡町５７９番地 

京都市東山区渋谷通本町東入４丁目鐘鋳町４１５番

地の４ 

京都市南区東九条東札辻町６番地の１ 

京都市右京区西京極葛野町３番地 

 

 

別表５  認知症対応型老人共同生活援助事業 

施 設 名 所  在  地 

グループホームかたぎはら 京都市西京区樫原百々ヶ池町３１番地の１８ 

 

 

別表６  小規模多機能型居宅介護事業 

施 設 名 所  在  地 

小規模多機能かたぎはら 京都市西京区樫原百々ヶ池町３１番地の１８ 

 

  



別表７  基本財産土地一覧（１） 

所 在 地 地  番 地  積 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

京都市西京区御陵北大枝山町 

１番地６４ 

１番地６５ 

１番地６８ 

１番地１００ 

１番地１０３ 

１番地２０２ 

１番地２１３ 

１番地２４４ 

１番地２５１ 

２番地６ 

２番地７ 

２番地９ 

２番地１０ 

２番地１１ 

２番地２３ 

２番地３１ 

２番地３２ 

２番地３３ 

２番地３４ 

２番地３８ 

２番地３９ 

２番地４２ 

２番地４３ 

２番地４４ 

２番地５７ 

２番地６５ 

２番地６６ 

２番地６７ 

２番地６９ 

２番地７１ 

２番地７２ 

２番地７３ 

２番地７４ 

２番地７７ 

２番地８６ 

２番地８７ 

２番地９０ 

２番地１０６ 

２番地１０７ 

２番地１２１ 

５６３３ 

１３３８ 

１１１１７ 

８３７６７ 

１９８３ 

１０７７ 

３４２５７ 

１９２ 

１６５１３ 

９０４ 

１５５５ 

８５０１ 

２５６８ 

４１０２ 

１００５ 

７１９９ 

３８２４ 

２３８０ 

９５８６ 

１５６８９ 

３８０８ 

６４２６ 

４９７８ 

１４９９７ 

４８８９ 

９０７ 

２３８０ 

１４６４ 

２４７９ 

９９１ 

１９８３ 

１４８７ 

４９５８ 

９９１ 

９９１ 

９９１ 

２９７５ 

１６８９ 

１１１４ 

４９ 

 

 



別表８  基本財産土地一覧（２） 

所 在 地 地  番 地  積 

京都市西京区樫原百々ヶ池 

京都市西京区樫原百々ヶ池 

京都市西京区樫原百々ヶ池 

京都市西京区樫原百々ヶ池 

京都市西京区樫原百々ヶ池 

京都市西京区樫原百々ヶ池 

１番３２ 

１番３３ 

３１番１８ 

３１番１９ 

３１番２０ 

３１番２１ 

１７７．２０ 

 ３２．００ 

３２０．９９ 

  ７．１０ 

１９６．６５ 

 １８．００ 

 

                                           

                                          


